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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
製 品
原 材 料
貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 入 金
前 渡 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置 （ 自 用 ）
機 械 装 置 （ 賃 貸 ）
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 ・ 保 証 金
固 定 化 営 業 債 権
繰 延 税 金 資 産
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

10,696,346
2,239,864
1,283,892
2,966,436
1,258,286
905,993
1,103,744
27,446
527,695
52,809
121,331
189,823
20,314
△1,291

9,061,481
5,392,550
1,814,024
242,408
141,462
282,627
16,941
16,586

1,641,977
267,467
969,055
401,156
133,727
6,037
93,406
167,985

3,267,774
316,943
1,607,129
47,561
2,815

247,965
1,015,471
32,771
△2,884　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 7,537,171
支 払 手 形 1,541,307
買 掛 金 1,075,843
短 期 借 入 金 2,243,831
１年内返済長期借入金 972,348
未 払 金 1,096,683
未 払 法 人 税 等 157,458
賞 与 引 当 金 168,497
役 員 賞 与 引 当 金 57,340
株 主 優 待 引 当 金 55,448
そ の 他 168,413

固 定 負 債 3,115,860
長 期 借 入 金 2,502,668
退 職 給 付 引 当 金 397,137
リ ー ス 債 務 204,760
そ の 他 11,295

負 債 合 計 10,653,032
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,977,906
資 本 金 2,221,123
資 本 剰 余 金 2,275,697
資 本 準 備 金 2,171,688
そ の 他 資 本 剰 余 金 104,009

利 益 剰 余 金 4,722,855
利 益 準 備 金 99,020
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,623,835
圧 縮 記 帳 積 立 金 13,101
別 途 積 立 金 1,332,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,278,734

自 己 株 式 △241,770
評 価 ・ 換 算 差 額 等 101,084

その他有価証券評価差額金 89,971
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 11,112

新 株 予 約 権 25,805

純 資 産 合 計 9,104,796
資 産 合 計 19,757,828 負 債 純 資 産 合 計 19,757,828

（注）　千円未満の金額は切り捨てて計上しております。



損 益 計 算 書

(自　2021年 4 月 1 日
至　2022年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,275,569
売 上 原 価 11,828,307

売 上 総 利 益 3,447,261
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,879,657

営 業 利 益 567,603
営 業 外 収 益

受 取 利 息 19,685
受 取 配 当 金 153,067
受 取 経 営 指 導 料 49,200
固 定 資 産 売 却 益 14,417
為 替 差 益 46,247
そ の 他 22,124 304,742

営 業 外 費 用
支 払 利 息 35,579
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 1,814
債 権 売 却 損 3,614
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 13,914
固 定 資 産 除 売 却 損 7,827 62,749
経 常 利 益 809,595

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6,547
投 資 有 価 証 券 評 価 損 27,432
減 損 損 失 7,830 41,810
税 引 前 当 期 純 利 益 767,785

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 260,331
法 人 税 等 調 整 額 △20,713 239,618
当 期 純 利 益 528,167

（注）　千円未満の金額は切り捨てて計上しております。



株主資本等変動計算書

(自　2021年 4 月 1 日
至　2022年 3 月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他 資
本 剰 余 金

資 本 剰 余
金 合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余
金 合 計圧 縮 記 帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2021年 4 月 1 日残高 2,221,123 2,171,688 100,086 2,271,774 99,020 14,059 1,332,000 2,981,674 4,426,754 △251,174 8,668,477

事業年度中の変動額
圧 縮 記 帳 積 立
金 の 取 崩 △958 958 － －

剰 余 金 の 配 当 △232,066 △232,066 △232,066

当 期 純 利 益 528,167 528,167 528,167

自 己 株 式 の 処 分 3,922 3,922 9,404 13,327
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

－

事業年度中の変動額合計 － － 3,922 3,922 － △958 － 297,059 296,101 9,404 309,428

2022年 3 月31日残高 2,221,123 2,171,688 104,009 2,275,697 99,020 13,101 1,332,000 3,278,734 4,722,855 △241,770 8,977,906

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株
予 約 権

純 資 産
合 計そ の 他 有

価 証 券 評
価 差 額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換
算 差 額 等
合 計

2021年 4 月 1 日残高 73,871 3,492 77,363 30,766 8,776,607

事業年度中の変動額
圧 縮 記 帳 積 立
金 の 取 崩 －

剰 余 金 の 配 当 △232,066

当 期 純 利 益 528,167

自 己 株 式 の 処 分 13,327
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

16,100 7,620 23,721 △4,961 18,759

事業年度中の変動額合計 16,100 7,620 23,721 △4,961 328,188

2022年 3 月31日残高 89,971 11,112 101,084 25,805 9,104,796

（注）　千円未満の金額は切り捨てて計上しております。



個 別 注 記 表

市場価格のない
株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）を採用しております。

⑴　リース資産以外
の有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）及び機械装置（賃貸）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

⑵　リース資産以外
の無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づいております。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社 移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
⑶　棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
①　商品及び製品 個別法を採用しております。
②　原材料及び貯蔵品 総平均法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

建物　　　２年～38年
その他　　２年～30年

⑶　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっており
ます。

⑷　長期前払費用 均等償却によっております。
３．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金 従業員に対し支給する賞与に備えるため、当事業年度のうち未払期間に対応す
る支給見込額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上してお
ります。

⑷　退職給付引当金 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸　株主優待引当金 株主優待制度に係る費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発生す
ると見込まれる額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社では、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の納入時点において

支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当時点において収益を認識しております
が、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合
には、出荷時に収益を認識しております。

5．その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項
　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たす
為替予約について、振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ａ．ヘッジ手段　　　為替予約等
ｂ．ヘッジ対象　　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引の為替相場の変動リスクを回避する目
的で為替予約等を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一
であるため、ヘッジ有効性評価を省略しております。



１．有形固定資産の減価償却累計額 2,003,898千円

金銭債権 1,628,429千円
金銭債務 980,333千円

⑴ 売上高 877,665千円
⑵ 仕入高 4,638,547千円
⑶ 営業取引以外の取引高 240,564千円

当事業年度の末日における自己株式の数　普通株式 362,315株

繰延税金資産
退職給付引当金 121,444千円
賞与引当金 51,526千円
未払賞与 40,853千円
商品等評価損否認 31,325千円
減損損失 33,915千円
その他 71,607千円
繰延税金資産小計 350,672千円
評価性引当額 △51,445千円
繰延税金資産合計 299,226千円

繰延税金負債
圧縮記帳積立金 △6,732千円
その他有価証券評価差額金 △39,633千円
その他 △4,895千円
繰延税金負債合計 △51,261千円
繰延税金資産の純額 247,965千円

Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国
内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合
には、出荷時に収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って
おりますが、利益剰余金の期首残高へ与える影響はありません。また、当事業年度の損益に与える影響もありませ
ん。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記

２．関係会社に対する金銭債権債務

Ⅳ　損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記

Ⅵ　税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の項目別内訳については、その差異が法定実効税
率の100分の５以下であるため記載を省略しております。



種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

㈱アイヨンテック （ 所 　 　 有 ）
直　接　100％

商品の仕入等
役 員 の 兼 任

商 品 の 購 入 等 4,324,935
買 掛 金 464,570

未 払 金 482,800

経営指導料の受取 48,000 未 収 入 金 4,400

資 金 の 回 収 80,160
短期貸付金 80,160

長期貸付金 153,710

Okada America,Inc. （ 所 　 　 有 ）
直　接　100％ 商品の販売等

商 品 の 販 売 463,132 売 掛 金 127,034

資 金 の 回 収 48,915
短期貸付金 48,915

長期貸付金 294,261

㈱ 南 星 機 械 （ 所 　 　 有 ）
直　接　100％

商品の仕入等
役 員 の 兼 任

商 品 の 購 入 等 311,960 買 掛 金 28,475

資 金 の 回 収 75,000
短期貸付金 75,000

長期貸付金 337,500

Okada Europe B.V. （ 所 　 　 有 ）
直　接　100％ 商品の販売等

商 品 の 販 売 346,717 売 掛 金 134,142

資 金 の 貸 付 136,810 短期貸付金 273,620

　　１株当たり純資産額 1,132円55銭
　　１株当たり当期純利益 65円94銭

Ⅶ　関連当事者との取引に関する注記
　　子会社等

（注）価格その他の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

Ⅷ　収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　Ⅶ　収益認識に関す

る注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

Ⅸ　１株当たり情報に関する注記




